
　　                                           昭和47年４月18日 認    可

　　                                           昭和50年10月１日 一部改正

 　　                                          昭和51年４月１日 一部改正

 　　                                          昭和53年４月１日 一部改正

 　　                                          昭和54年５月１日 一部改正

　　                                           平成11年８月16日 一部改正

 　　                                          平成12年２月28日 一部改正

　　                                           平成12年11月14日 一部改正

 　　                                          平成13年９月５日 一部改正

　　                                           平成15年２月27日 全部改正

（名称）

第１条  この法人は、財団法人沖縄県私学教育振興会という。

（事務所）

第２条  この法人は、事務所を沖縄県那覇市に置く。

（目的）

第３条  この法人は、沖縄県内の私立の高等学校、中学校、小学校、幼稚園、専修学校及

  び各種学校（以下「学校等」という。）の振興並びに教職員及び私学振興団体職員の福

　利厚生を図るために必要な事業を行い、私学教育の充実と振興に寄与することを目的と

　する。

（事業）

第４条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

  (1) 学校等の経営及び施設設備のための資金の融資あっせん

  (2) 教職員の研修及び福利厚生等のための助成

  (3) 教職員及び私学振興団体職員のための退職金の給付

　(4) その他この法人の目的を達成するための事業

（資産）

第５条  この法人の資産は、次のとおりとする。

  (1) この法人の設立に際し寄附された別紙財産目録記載の財産

財団法人沖縄県私学教育振興会寄附行為

　　　　　　　　　　　　　第１章    総      則

　　　　　　　　　　　　　第２章    資産及び会計
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  (2) この法人の設立後琉球政府から譲渡された資産（出資金を含む。）

  (3) 沖縄県からの出資金及び補助金

  (4) 設立後の寄附金品

  (5) 資産から生ずる果実

  (6) その他の収入

（資産の種類）

第６条  前条の資産を分けて基本財産及び運用財産の２種とする。

２  基本財産は、別紙財産目録のうち基本財産の部に記載する資産及び将来基本財産に編

  入される資産で構成する。

３  運用財産は、基本財産以外の資産とする。

４  寄附金品であって寄附者の指定のあるものはその指定に従う。

（資産の管理）

第７条  この法人の資産は、理事会の議決に基づいて理事長が管理する。

２  基本財産のうち、現金は郵便局若しくは確実な銀行に預け入れ、信託会社に信託し、

  又は国債公債その他確実な有価証券に替えて保管する。

  

（基本財産の処分の制限）

第８条  この法人の基本財産は、処分し、又は担保に供してはならない。ただし、事業遂

  行上やむを得ない理由があるときは、理事会の議決を得、かつ、沖縄県知事の承認を受

  けてその一部にかぎり処分し、又は担保に供することができる。

（経費の支弁）

第９条  この法人の事業遂行に要する費用は、資産から生ずる果実等の運用財産をもって

  支弁する。

（事業計画及び収支予算）

第10条  この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎会計年度開始前に、理事長が

  編成し、理事会の議決を得て、沖縄県知事に届け出なければならない。

２  事業計画及び収支予算を変更した場合も同様とする。

（事業報告、決算及び剰余金の処分）

第11条  この法人の決算は、理事長が作成し、収支計算書のほか、正味財産増減計算書、

  貸借対照表、財産目録及び業務報告書とともに、監事の監査を得て、理事会の承認を受

  けて、毎会計年度終了後３ケ月以内に沖縄県知事に報告しなければならない。

２  この法人の決算に剰余金があるときは、理事会の議決を得て、その一部若しくは全部

　を基本財産に編入し、又は翌年度に繰り越すものとする。
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（収支予算外の義務負担等）

第12条  収支予算で定めるものを除くほか、新たに義務の負担をし、又は権利を放棄しよ

  うとするときは、理事会の議決を得て、沖縄県知事の承認を受けなければならない。借

  入金（その会計年度内の収入をもって償還する一時借入金を除く。）についても同様と

　する。 

（会計年度）

第13条  この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

（役員の定数）

第14条  この法人に、次の役員を置く。

  (1) 理事  ７人（理事長１人を含む。）

  (2) 監事  ２人

（役員の選任）

第15条　理事及び監事は、次の各号に掲げる者のうちから評議員会において選任する。  

　(1) 学校法人又は準学校法人の理事

　(2) 学校等の校長又は園長

　(3) 学識経験者

２　理事長は、理事の互選により定める。

３　理事及び監事は、相互に兼ねることはできない。

４　役員は、非常勤とする。

（役員の職務）

第16条  理事長は、この法人を代表し、その業務を統轄する。

２　理事長に事故があるときは、あらかじめ理事長の指名した理事がその職務を行う。

３  理事は、理事会を構成し、この法人の業務を執行する。

４  監事は、次に掲げる職務を行う。

  (1) 法人の財産の状況を監査すること。

　(2) 理事の業務執行の状況を監査すること。

　(3) 財産の状況又は業務の執行につき不正の事実を発見したときは、これを理事会及び

　　評議員会又は沖縄県知事に報告すること。

　(4) 前号の報告をするため必要があるときは、理事会及び評議員会を招集すること。

（役員の任期及び解任）

第17条  この法人の役員の任期は、２年とし再任を妨げない。

２  補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。

　　　　　　　　　　　　　第３章    役      員
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３  役員は、辞任した場合又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職

  務を行わなければならない。

４  役員は、この法人の役員としてふさわしくない行為のあったとき、又は特別の事情の

  ある場合には、その任期中であっても評議員会の同意及び理事会の議決により、これを

  解任することができる。

（役員の報酬）

第18条　役員には、報酬を支給することができる。

２　役員には、費用を弁償することができる。

３　前２項に関し必要な事項は、理事会の議決を得て理事長が定める。

（評議員）

第19条　この法人に、９人の評議員を置く。

２　評議員は、次の各号に掲げる者のうちから理事会で選任し、理事長が委嘱する。

　(1) 学校法人又は準学校法人の理事

　(2) 学校等の校長又は園長

　(3) 学識経験者

３　第17条及び第18条の規定は、評議員について準用する。この場合において、「役員」

　とあるのは「評議員」と読み替えるものとする。

（会議の招集）

第20条  理事会及び評議員会の会議は、理事長が招集する。

２　会議は、その構成員の３分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求のあったと

　きは、招集しなければならない。

３  会議を招集するには、その構成員に対し、会議の目的たる事項、日時及び場所を示し

  て、文書をもって通知しなければならない。

４  理事会の議長は、理事長とする。

５  評議員会の議長は、評議員の互選とする。

（定足数）

第21条  理事会は、過半数が出席しなければ議事を開き議決することができない。

２ 理事会の議事は、この寄附行為に別に規定するもののほか、出席理事の過半数で決し、

　可否同数のときは、議長の決するところによる。

３  やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項

  について、書面をもって表決することができる。この場合、前２項の規定の適用につい

　ては、出席したものとみなす。

４  理事は、自己の一身上に関する事件又は自己の従事する業務に直接の利害関係のある

　　　　　　　　　　　　　第４章    会      議
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  事件については、議事の議決に加わることはできない。ただし、理事会の同意があった

  ときは、会議に出席し発言することができる。

５  前各項の規定は、評議員会に準用する。この場合において「理事会」とあるのは「評

　議員会」と、「理事」とあるのは「評議員」とそれぞれ読み替えるものとする。

（諮問事項）

第22条　理事会は、次に掲げる事項については、あらかじめ評議員会の意見を聞かなけれ

　ばならない。

  (1) 事業計画及び収支予算

　(2) 事業報告及び収支決算

　(3) 不動産の買い入れ、基本財産の処分又は担保の提供

　(4) その他この法人の業務に関する重要事項で理事長が必要と認めた事項

（議事録）

第23条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

  (1) 理事会の日時及び場所

  (2) 理事の現在数

  (3) 理事会に出席した理事の氏名（書面表決者及び表決委任者を含む。）

  (4) 議決事項

  (5) 議事の経過及び要領並びに発言者の発言要旨

  (6) 議事録署名人の選任に関する事項

２  前項の規定は、評議員会に準用する。この場合において「理事会」とあるのは「評議

  員会」と、「理事」とあるのは「評議員」とそれぞれ読み替えるものとする。

３  議事録には、議長及び出席者の中から、その会議において選任された議事録署名人２

  人以上が署名しなければならない。

（事務局）

第24条  この法人の事務を処理するため事務局を置く。

２  事務局に事務局長及び職員若干名を置く。

３  事務局長及び職員は理事長が任免する。

４  事務局長は、職員を指揮監督し事務を統轄する。

（事務局長及び職員の勤務条件等）

第25条  事務局長及び職員の服務、給与その他勤務条件等については、理事会の議決を得

  て理事長が別に定める。

　　　　　　　　　　　　　第５章    事  務  局
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（寄附行為の変更）

第26条  この寄附行為は、理事及び評議員の現在数の３分の２以上の議決を得、かつ、沖

  縄県知事の認可を受けなければ変更することができない。

（解散）

第27条  この法人の解散は、理事及び評議員の現在数の４分の３以上の議決を得、かつ、

  沖縄県知事の認可を受けなければならない。

（残余財産の処分）

第28条  この法人が、解散後残余財産があるときは、沖縄県に帰属する。

（施行細則）

第29条  この寄附行為について必要な細則は、理事会の議決を得て理事長が別に定める。

  

附  則

  １  この寄附行為は、主務官庁の設立許可のあった日から施行する。

  ２  この法人の設立当初の評議員会において、選任される理事並びに監事は第１４条及

    び第１５条の規定にかかわらず、次に掲げる者とする。

          理  事      当  銘  由  金      理  事      祖  慶      剛

          理  事      比  嘉  信  光      理  事      伊是名  甚  徳

          監  事      高  良  清  敏      監  事      平  良      修

  ３  この寄附行為に規定する学校法人には、当分の間、学校教育法（昭和２２年法律第

    ２６号）第１０２条第１項の規定により設置される幼稚園の設置者を含むものとする。

    

附  則

  １  この寄附行為は、昭和５０年１０月１日から施行する。

附  則

  １  この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

  ２  改正後の寄附行為第３条及び第４条の規定は、昭和５１年４月１日から適用する。

附  則

      この寄附行為は、昭和５３年４月１日から施行する。

附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　第７章    雑      則

　　　　　　　　　　第６章    寄附行為の変更及び解散
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附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。

附  則

      この寄附行為は、沖縄県知事の認可のあった日から施行する。
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業 務 報 告 書



庶務事項

12月

11月

10月 21日

（沖縄県久米島町）

10月

全国私学振興会連合会事務職員研修会のため、理事長・職員派遣

1日

金団体協議会事務担当者研究協議会のため、職員派遣（熊本県熊本市）

12月 3日 平成22年度研修事業 第２回学校経営研修会（開催）

8日

9日 沖縄銀行あて

13日 九州地区私学退職金団体協議会 理事長・事務局長会議のため、

理事長・職員派遣（福岡県福岡市）

　　講師　松本 伸哉 氏（社会保険労務士）

　　　　　山下 泰功 氏（中小企業診断士）

4月 30日

県知事あて

那覇税務署あて

沖縄県監査委員事務局監査（実施）

沖縄県公益法人検査（実施）

　（平成21年度精算、請求額 88,503,120 円）

平成21年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助金受領

　（平成21年度精算、請求額 88,503,120 円）

「振興会だより」第12号発刊

平成21年度決算の会計監査実施（監事、石川正一・篠原勝之）

（福岡県福岡市）

平成22年度 第１回理事会開催

県知事あて

全国私学退職金団体連合会総会のため、理事長・職員派遣（東京）

平成22年度 第１回評議員会開催

　第１号議案　平成21年度決算について（諮問）

　第１号議案　平成21年度決算について

　花園学園融資あっせん（あっせん額 10,000,000 円）

1日

7月

平成22年度研修事業 第１回学校経営研修会（開催）

　　　　　森　 宗博 氏（公益法人アドバイザー）

27日

　公益法人等の収支計算書の提出書（提出）

　　講師　松本 伸哉 氏（社会保険労務士）

20日

14日

7月

9月

7月 12日

9月

9月

22日6月

29日

8月

　平成21年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助事業実績報告書

5月

　平成21年度事業報告書（提出）

全国私学振興会連合会総会のため、理事長・職員派遣（千葉県千葉市）

九州地区私立幼稚園退職金団体代表者会議のため、職員派遣

17日

10日

6月

【一】

年　月　日

県知事あて

事　　　　　　　　　　　　　　項

平成22年

7日4月

　（提出）

　平成21年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助金請求書（提出）

平成21年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助金確定通知書(受理)

　（沖縄県達総第2号、確定額 88,503,120 円）

県知事あて

4月 14日

15日4月

28日 沖縄県監査委員監査（実施）

　財政的援助団体等監査調書（提出）

1日

6月 3日 九州地区私学振興会連絡協議会総会並びに九州地区私学退職金団体協議

会総会のため、理事長・職員派遣（大分県別府市）

6月

6月

9日6月

九州地区私学振興会連絡協議会事務担当者会議並びに九州地区私学退職

－1－



　（申請額　88,866,012 円）

日本私立学校振興・共済事業団との連絡会議のため、理事長・職員派遣

　　　　　　　について（諮問）

　第６号議案　公益法人制度改革に伴う検討委員会の設置について

　　　　　　　について

1月

2月

20日

2月 8日

平成23年

　第５号議案　平成23年度事業計画(案)及び平成23年度収支予算(案)

（福岡県福岡市）

　第３号議案　人事等規程の一部改正について

　第４号議案　新たな事務局長の採用について

22日

　第２号議案　平成22年度補正予算(案)について

　　講師　長嶺　隆 氏（ＮＰＯ法人どうぶつたちの病院理事長）

県知事あて

　平成22年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助金交付申請書(提出)

　平成22年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助事業遂行状況報告書

平成22年度研修事業 私学教育講演会（開催）

沖縄県専修学校各種学校協会あて

県知事あて1月

　平成22年度専修・各種学校振興助成金交付決定(決定額 3,214,149 円)

県知事あて

3月 29日 平成22年度沖縄県私立学校教職員退職金掛金補助金交付決定通知書

沖縄県私立小学校協会あて

県知事あて

（東京）

年　月　日

　第１号議案　退職資金給付事業業務方法書の一部改正について

3月 30日

3月 31日

　平成22年度幼稚園振興助成金交付決定(決定額 1,500,000 円)

　平成22年度補正予算、平成23年度事業計画及び平成23年度収支予算書

　（提出）

　第５号議案　平成23年度事業計画(案)及び平成23年度収支予算(案)

事　　　　　　　　　　　　　　項

九州地区私学退職金団体協議会事務局長会議のため、職員派遣

　公社等経営評価書及び団体概要調書（提出）

28日 平成22年度研修事業 第３回学校経営研修会（開催）

　　講師　森谷 伊三男 氏（公認会計士・税理士）

21日

3月

16日3月

2月 28日

2月 24日

3月 23日

沖縄県私立中学高等学校協会あて

　第６号議案　公益法人制度改革に伴う検討委員会の設置について（諮問）

　（提出）

　平成22年度小学校振興助成金交付決定(決定額 500,000 円)

沖縄県私立幼稚園連合会あて

　（受理） （沖縄県指令総第28号、交付決定額　88,866,012 円)

　第２号議案　平成22年度補正予算(案)について（諮問）

平成22年度第２回評議員会開催

　第１号議案　退職資金給付事業業務方法書の一部改正について（諮問）

平成22年度第２回理事会開催

　平成22年度中学・高等学校振興助成金交付決定(決定額 1,000,000 円)

　第４号議案　新たな事務局長の採用について（諮問）

　第３号議案　人事等規程の一部改正について（諮問）

－2－



役職員に関する事項

役員

尚学学園理事長

元沖縄県教育長

沖縄国際大学教授

城間公認会計士事務所所長

沖縄県私立幼稚園連合会理事長

(社)沖縄県工業連合会専務理事兼事務局長

石川学園理事長

(財)沖縄県私学教育振興会前事務局長

職員

計

1人 3人-

主査・主事

理 事

【二】

（１）

理 事 長

職　　名

(〃)

(非常勤)

国 吉

〃

〃

（２）

石 川

〃 篠 原

監 事 (〃)

事務局長 主　幹

〃

城 間

〃

〃

(〃)

名 城

光 男

(平成23年3月31日現在)

嘱　託

(〃)

1人

区　分

桑 江

1人事務局

(〃)

貞

修

正 一

勝 之

池 田

政 次 郎

備　　　　　　考

(〃)

氏　　名

(平成23年3月31日現在)

肇

松 田 節 子

(〃)

(〃) 守

安 室
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評議員に関する事項

興南中学校・興南高等学校校長

昭和薬科大学附属中学校・高等学校校長

津山学園理事長

沖縄キリスト教短期大学教授

国際電子ビジネス専門学校校長

金城達也税理士事務所所長

弁護士・ひかり法律事務所代表社員

金城満珠男税理士事務所所長

那覇商工会議所事務局長

沖縄県私学教育振興会組織図【四】

評 議 員 会

理　事　会

〃

21/9～23/8

任　期 備　　　　　　考

〃

光 〃

事　務　局

稲 福

稲 垣

金 城

山 城

金 城

阿 波 連

監　　事

〃俊 彦

津 嘉 山

【三】

宮 一久 貝

氏　　名

達 也

純 一

稔

宮 城

(平成23年3月31日現在)

〃

〃

〃眞 紀 子

満 珠 男

達 也 〃

研 修 （ 講 演 ） 事 業融資あっせん事業退職資金給付事業 助　成　事　業

－4－



                  4.財産目録
                  3.財務諸表に対する注記

財 務 諸 表

                  2.正味財産増減計算書
                  1.貸借対照表



法人全体

平成２３年３月３１日現在

Ⅰ 資 産 の 部

1 流動資産

現金預金

未収金

仮払金

2 固定資産

基本財産

基本財産積立預金

融資斡旋原資積立預金

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

任意積立資産

退職事業積立資産

その他の固定資産

車両運搬具

Ⅱ 負 債 の 部

1 流動負債

未払金

預り金

2 固定負債

退職給付引当金

退職事業引当金

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

1 指定正味財産

出資金・寄付金

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

2 一般正味財産

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

942,088,757

10,353,402

1,794,654,332

422,820,932

(80,732,175)

0

(　　　　　0)

(142,692,141)

(519,267,825)

(　　　　　0)

422,820,932

(　　　　　0)

(519,267,825)

0

0 3,109,248,644

3,109,248,644

(　　　　　0)

(80,732,175)

10,187

(　　　　　0) (142,692,141)

106,444,959

255,707,194

212,802

10,187

10,187

0

1,794,654,332

255,707,194

10,353,402

増 減

109,537,846

0

106,444,959

1,805,007,734

1,794,654,332

2,167,159,887

科　　　　　　　　目

1,947,699,875

0

0

362,152,1530

10,187

0

2,547,710,062

519,267,825

519,267,825

(　　　　　0)

1,794,654,332

561,538,582

0

561,538,582

137,160,194

600,000,000

212,802

10,353,402

50,000,000

550,000,000

5,531,947

942,088,757

0

当 年 度

451,787,934

0

貸　借　対　照　表

0

109,537,846

451,787,934

50,000,000

前 年 度

流 動 負 債 合 計

その他の固定資産合計

固 定 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

指 定 正 味 財 産 合 計

負債及び正味財産合計

負　債　合　計

正 味 財 産 合 計

519,267,825

519,267,825

2,167,159,887

1,805,007,734

362,152,153

特 定 資 産 合 計

550,000,000

(単位:円)

10,353,402

3,109,248,644

流 動 資 産 合 計

基 本 財 産 合 計

137,160,194

600,000,000

資　産　合　計

5,531,947

2,547,710,062

1,947,699,875

3,109,248,644
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法人全体

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

　経常収益

受取原資

受取負担金

受取給付財源

受取事務費財源

受取補助金

受取給付財源

特定資産運用益

特定資産受取利息

運用収益

基本財産運用益

預託金利息収益

その他の収益

受取利息

受取利息

受取入会金

登録料収益

雑収益

延滞利息収益

雑入収入

退職財団交付金収益

引当金取崩額

退職給付引当金取崩額

退職事業引当金取崩額

　経常費用

事業費

人件費

職員給与

期末手当

諸手当

賃金

福利厚生費

保険料

助成事業費

幼稚園振興助成費

小学校振興助成費

1,963,210 1,963,210

経常収益合計

7,775,587

500,000

20,680,000

1,511,202

1,189,310

595,415,995

616,206

1,500,000

7,775,587

2,926,949

1,189,310

1,511,202

1,000,000

2,926,949

1,337

20,680,000

174,998,372

210,348

7,835,028

3,600,000

23,187,506

当 年 度 増 減

(単位:円)

備　考

58,500

88,857,360

58,500

1,805,916

23,187,506

3,600,000

7,835,028

前 年 度

1,337

210,348

174,998,372

4,558,719

500,000

正 味 財 産 増 減 計 算 書  

中学・高等学校振興助成費

0

4,558,719

1,500,000

269,622,909

616,206

595,415,995

1,805,916

科　　　目

88,857,360

(平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日)

269,622,909

1,000,000
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退職事業費

退職手当資金費

研修事業費

事務費

旅費

消耗品費

印刷製本費

通信費

委託手数料

借料及び損料

光熱費

車両費

分担金

会議費

雑費

退職事業引当金繰入額

管理費

人件費

役員報酬

評議員報酬

職員給与

期末手当

諸手当

賃金

福利厚生費

退職給付費用

保険料

事務費

旅費

消耗品費

印刷製本費

通信費

委託手数料

借料及び損料

光熱費

車両費

食料費

租税公課

分担金

雑費

減価償却費

車両運搬具減価償却費

263,501,492

15,476 15,476

263,501,492

139,262

96,985 96,985

169,290 169,290

8,070

234,235

75,210 75,210

41,221 41,221

69,283

3,232,593

69,283

269,622,909

3,232,593

経常費用合計

　　当期経常増減額

139,262

234,235

36,990

928,623

590,922,809

8,070

27,085

1,000

209,327

24,615

15,276

4,493,186 0

66,000

0

5,006

359,178

5,006

68,469

167,913

当 年 度

201,880

3,574

22,100 22,100

3,574

24,615

27,085

68,469

218,136 218,136

25,238,71925,238,719

前 年 度 増 減

167,913

325,219

1,242,275

269,622,909

132,149 132,149

1,004,000

104,000

863,957

325,219

1,004,000

1,242,275

201,880

254,679 254,679

3,214,149

4,493,186

36,990

15,276

863,957

66,000

590,922,809

備　考

209,327

359,178

104,000

928,623

3,214,149

科　　　目

専修・各種学校振興助成費

1,000
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2 経常外増減の部

　経常外収益

　経常外費用

　　　　一般正味財産期首残高

　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部

　　　　指定正味財産期首残高

　　　　指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

科　　　目 当 年 度 前 年 度 増 減 備　考

　経常外収益合計

　経常外費用合計

　　　当期経常外増減額

942,088,757

519,267,825

0 0

0

0 0

0

0

0

519,267,825

519,267,825

942,088,757

418,327,746

0

0

519,267,825

4,493,186 4,493,186

 当期指定正味財産増減額 0

422,820,932

0

418,327,746

0

 当期一般正味財産増減額

422,820,932 0

0

0
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１.　重要な会計方針

① 退職資金給付事業は、私立学校教職員に支給する退職金交付のための資金を積立・運

用するために沖縄県内に存する学校からの掛金及び沖縄県からの補助金を財源として運

用し、教職員が当該私立学校を退職する際に、学校に対し退職資金として交付する事業

であり、当会の事業会計は、「全国私学退職金団体連合会」による「私学退職金団体の

会計処理に関する考え方」(平成19年3月12日作成)を踏まえて対処している。

② 退職資金給付事業において積み立てている「退職資金」は、中退共等が法律に基づき

実施している退職金共済制度に準ずる積立金であるため、公益法人会計基準及び企業会

計基準に掲げる「退職給付引当金」「退職給付引当資産」とは、別の負債認識とする。

従って、「退職資金積立」に対する負債は「退職事業引当金」「退職事業積立資産」を

もって当てる。なお、当会の職員にかかる「退職資金積立」については、別途「退職給

付引当金」を計上した。

③  「退職資金積立」に対する負債として、別途検討されている「責任準備金」の算出方

法について、当会は「私学退職金団体会計基準」に掲げる下記の財政方式のうち、「加

入年齢方式」を採用している。

　また、算出については、三菱ＵＦＪ信託銀行に委託し、厚生年金保険法に定める年金

数理人が算出した。

※財政方式 ⅰ．予測単位積立方式

ⅱ．加入年齢方式

ⅲ．閉鎖型総合保険料方式

ⅳ．開放型総合保険料方式

なお、当会においては、5年毎に「責任準備金」を算出することにしており、直近で

は､平成18年4月1日を計算基準日として算出しており､その金額は2,953,966千円である。

④ 固定資産の減価償却について

直接法による償却方法を採用し､残存価格は新たな会計基準の導入に伴い 1円とする。

耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づいて行う。

⑤ 引当金の計上基準について

退職給付引当金………決算時の要支給額の100％相当額を保有している。

当会の職員は、自ら行っている退職資金給付事業に登録されており、退職時に退職財

団交付金収益を受け入れ、不足額のみ上記引当金から取り崩す。

退職事業引当金………決算時の給付財源相当額を計上する。

２.　基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　※基本財産のうち、融資斡旋原資積立預金550,000,000円は、融資あっせん原資として、

　 　 預託している。

600,000,000

0

0

80,732,175

600,000,000

-

0 0

- (550,000ドル)

0

0 0

0

0

167,750,000

0

0

当期増加額

1,117,825

350,250,000

(単位:円)

0

当期末残高当期減少額

150,000

80,732,175

区　　分

設 立 資 金

寄 付 金

剰 余 ( 積 立 ) 金

前期末残高

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記　

150,000

(550,000ドル)

1,117,825

350,250,000

167,750,000
琉球政府出資金

県 出 資 金

合　　計
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３.　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

５.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価差益、次のとおりである。

当会が保有する事業債並びに元本保証型円建外債は、全て満期保有を目的としているも

のであり、取得価格をもって貸借対照表価格とする。

なお、下記に平成23年3月31日現在の参考価格を表示する。

151,560,000

300,000,000

1,189,192,861合　　計

オランダ水道金融公庫

ドイツ復興金融公庫

　 〃

任意積立資産

第5回沖縄振興開発金融公庫債

退職事業積立資産

89,192,861 84,492,000

ＫＡＳ豪ドルパワーリバース債3509

0

137,160,194

152,760,000

0

66,930,000

(うち一般正味財産からの充当額)

734,182,100

0

備　考

223,424,316

1,805,007,734

第5回私学振興債

三菱ＵＦＪモルガン
・スタンレー証券㈱

142,692,141

100,000,000

野村證券㈱

(単位:円)

1,805,007,734

102,857,400

(うち負債に対応する額)

0

当期末残高 (うち指定正味財産からの充当額)

143,374,343

280,395,777

区　　分

基本財産

貸借対照表価格

2,547,699,875

14,912,121

0

519,267,825

600,000,000 519,267,825

0

1,089,192,861

0

173,970,000300,000,000

　 〃

△ 352,153,361837,039,500

日興コーディアル
証 券 ㈱

野村證券㈱

100,000,000 104,470,100

200,000,000

100,000,000

小　　計

小　　計

三菱ＵＦＪメリル
リンチＰＢ証券㈱

0

100,000,000

102,857,400

1,794,654,332

参考価格

0

-

519,267,825

0

-

-

5,531,947

0

30,732,175

50,000,000

10,353,402

50,000,000 0

当期減少額

6,214,149

263,501,492

263,501,492

269,622,909

5,531,947

10,353,402

(単位:円)

137,160,194

5,531,947

1,794,654,332

1,947,699,875

4,558,719

(単位:円)

当期末残高

0

当期増加額

0

80,732,175

退職給付引当資産

減価償却引当資産

1,800,775,749

1,947,699,875

前期末残高

任 意 積 立 資 産

退職事業積立資産

合　　計

区　　分

基本財産積立預金

1,964,594,160

融資斡旋原資積立預金

小　　計

退職給付引当資産

減価償却引当資産

特定資産

ＳＥＫパワーリバース債3503

任 意 積 立 資 産

退職事業積立資産

小　　計

合　　計

区  分／銘柄名

1,794,654,332

137,160,194

550,000,000

5,531,947

10,353,402

アビーナショナルトレジャリー
サービシーズピーエルシー
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６.　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高、次のとおりである。

※退職資金給付事業の掛金として、当該事業に加入する私立学校等教職員 1名につき、

36/1,000（但し､専修･各種学校及び私学団体は30/1,000）の額を未収補助金として受け

入れ､交付者より入金後、その100％を退職事業引当金に計上している。

７.　登録教職員813人に対する退職手当資金の期末要支給額は、2,330,278,358 円である。

   

８． 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（車両）

1
私立学校教職員

退職金掛金補助金

補助金等の名称 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

― (交付者)沖縄県

合　　計 88,503,120 88,857,360

88,503,120 88,857,360 88,503,120 88,857,360

合　　　計

取 得 価 格

509,250 499,063

88,503,120 88,857,360

499,063

当 期 末 残 高

(単位:円)

10,187

減価償却累計額

509,250 10,187

(単位:円)

トヨタ・ターセル１台

科　　　　目
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法人全体

平成２３年３月３１日現在

Ⅰ 資 産 の 部

1 流動資産

現金預金

現金

普通預金

琉銀那覇ポート出張所通帳1冊

円

沖銀本店通帳1冊 円

海銀本店通帳1冊 円

琉銀本店通帳1冊 円

定期預金

円

円

琉銀那覇ポート出張所1口

(41,555,230円)の一部

円

琉銀那覇ポート出張所1口

(20,000,000円)の一部

円

琉銀那覇ポート出張所1口

(42,000,000円)の一部

円

沖銀本店3口 円

円

円

海銀本店1口

(100,000,000円)の一部

円

海銀本店1口 円

未収金

沖縄県総務私学課 円

退職財団交付金 円

延滞利息2件 円

仮払金

4月分事務所賃料 円

沖縄労働局 円

2 固定資産

(1)基本財産

基本財産積立預金

定期預金

海銀本店1口

(100,000,000円)の一部

円

6,214,149

7,070

779,260

現金手許有高

4,558,719

31,471

486

50,000,000

100,000,000

451,787,934

448,029,195

109,537,846

70,000,000

3,751,669

財　　産　　目　　録

212,802

2,802

210,000

15,000,000

8,950,000

30,003,207

(単位:円)

561,538,582

金　　　　　　　　額科　　　　　　　　目

流 動 資 産 合 計

50,000,000

2,939,465

88,857,360

30,000,000

88,503,120

94,800,000

20,680,000

1,473

琉銀那覇ポート出張所2口
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融資斡旋原資積立預金

定期預金

琉銀那覇ポート出張所1口

円

沖銀本店1口 円

(2)特定資産

退職給付引当資産

定期預金

琉銀那覇ポート出張所1口

(41,555,230円)の一部

円

減価償却引当資産

定期預金

琉銀那覇ポート出張所1口

(41,555,230円)の一部

円

任意積立資産

定期預金

海銀本店1口

(100,000,000円)の一部

円

海銀本店1口 円

国公社債

野村證券1件 円

退職事業積立資産

定期預金

琉銀那覇ポート出張所1口

(41,555,230円)の一部

円

琉銀那覇ポート出張所2口

円

円

琉銀那覇ポート出張所1口

(20,000,000円)の一部

円

琉銀那覇ポート出張所1口

(42,000,000円)の一部

円

海銀本店1口

(100,000,000円)の一部

円

債券等

 元本保証型円貨建外債

三菱ＵＦＪメリルリンチＰＢ証券2件

円

円

11,050,000

5,531,947

550,000,000

300,000,000

26,625,657

10,353,402

金　　　　　　　　額

5,531,947

137,160,194

10,353,402

1,794,654,332

60,000,000

100,000,000

574,677,859

20,000,000

600,000,000基 本 財 産 合 計

250,000,000

科　　　　　　　　目

300,000,000

11,996,793

17,160,194

100,000,000

21,111,162
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三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券1件

円

日興コーディアル証券1件

円

野村證券1件 円

国公社債

野村證券1件 円

(3)その他の固定資産

車両運搬具

平成10年式トヨタ ターセル 台

（登録番号 沖縄500め9329）

Ⅱ 負 債 の 部

1 流動負債

未払金

助成事業支出 円

退職事業支出(退職手当資金61人分)

円

研修事業支出 円

退職給付費用(本会定年退職者1人分)

円

円

預り金

みなし退職手当資金24人分

円

その他4件 円

2 固定負債

退職給付引当金

退職事業引当金

諸経費未払分3件

89,192,861

25,238,719

7,040

100,000,000

2,547,710,062

3,109,248,644

金　　　　　　　　額

224,109,908

1,947,699,875

137,378

固 定 資 産 合 計

942,088,757

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

106,444,959

正 味 財 産

職員引当金

登録教職員813人分

10,187

300,000,000

200,000,000

10,187

そ の 他 の 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計

10,187

255,707,194

1,805,007,734

2,167,159,887

10,353,402

1,794,654,332

6,214,149

1

362,152,153

科　　　　　　　　目

流 動 負 債 合 計

106,230,500

214,459

資 産 合 計
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内部管理事項

                  2.収支計算書に対する注記
                  1.収支計算書



法人全体

科　　　目

Ⅰ 事業活動収支の部

 1 事業活動収入

①原資収入

寄付金収入

寄付金収入

負担金収入

給付財源収入

事務費財源収入

補助金収入

給付財源収入

②特定資産運用収入

特定資産運用収入

③運用収入

基本財産運用収入

預託金利息収入

④その他の収入

受取利息収入

受取利息収入

入会金収入

登録料収入

雑収入

延滞利息収入

雑入収入

退職財団交付金収入

 2 事業活動支出

①事業費支出

人件費支出

職員給与支出

期末手当支出

諸手当支出

賃金支出

福利厚生費支出

保険料支出 (注1)

助成事業支出

幼稚園振興助成支出

小学校振興助成支出

退職事業支出

退職手当資金支出 (注1)

研修事業支出

研修事業支出

事務費支出

旅費支出 (注3)

備品費支出

1,965,600 1,963,210 2,390

6,635,900 5,756,913 878,987

1,000,000

0

1,500,000 1,500,000

22,756,101

3,600,000

630,000 616,206 13,794

1,331,100 141,790

1,611,000 1,511,202 99,798

2,926,949 151,051

60,000

88,857,360 8,640

20,891,685

1,806,000

22,757,000

3,600,000

8,640

16,391,700

20,680,000

15,982,464 409,236

7,776,000 7,775,587 413

3,078,000

6,214,149

1,000,000

1,806,000

3,600,000

7,835,028

88,866,000

4,000,000

269,622,909

269,623,000

3,214,149

1,000,000

174,998,372 △ 4,372

6,240

0

174,994,000

88,857,360

1,000

22,944,645

271,697,000

500,000

3,600,000

22,944,645

271,690,760

23,876,000

88,866,000

972

931,355

1,000

△ 3,400

7,836,000

1,000

(平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日)

300,650,600

7,000,000

23,876,000

84

899

931,355

3,600,000

1,805,916

0

1,805,916

0

84

3,600,000

298,505,058

500,000

1,500

0

0

2,145,542

320,991,506

785,851

58,500

1,189,310

785,851

1,000

0

91

△ 685

938,494

備　考決 算 額予 算 額 差 異
(単位:円)

71,377

182,833,400

0

182,830,000

269,623,000

1,000,000 928,623 71,377

928,623

1,500

△ 3371,337

△ 348

0

91

58,500

1,000

210,348

269,622,909

20,680,000

中学・高等学校振興助成支出

専修・各種学校振興助成支出

収　支　計　算　書     

事業活動収入合計

210,000

20,891,000

60,000

321,930,000

90,000 0 90,000

1,242,300 1,242,275 25

－15－



科　　　目

消耗品費支出

印刷製本費支出

通信費支出

委託手数料支出

借料及び損料支出

光熱費支出

研修費支出

車両費支出

分担金支出

会議費支出

雑費支出

②管理費支出

人件費支出

役員報酬支出

評議員報酬支出

職員給与支出

期末手当支出

諸手当支出

賃金支出

福利厚生費支出

退職給付金支出

保険料支出 (注2)

事務費支出

旅費支出 (注3)

備品費支出

消耗品費支出

印刷製本費支出

通信費支出

役務費支出

委託手数料支出

借料及び損料支出

光熱費支出

研修費支出

車両費支出

食料費支出

租税公課支出

分担金支出

雑費支出 (注4)

Ⅱ 投資活動収支の部

 1 投資活動収入

①特定資産取崩収入

特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入

普通積立資産取崩収入

任意積立資産取崩収入

退職事業積立資産取崩収入

退職事業積立資産取崩収入 (注1)

90,000

169,290

280,638,638

22,100

235,000 234,235

0 48,600

48,000

281

1,152,000

325,219

36,990

147,900

359,178

37,000

97,000 96,985 15

270,000 100,710

3,438,000 3,232,593 205,407

270,000 139,262 130,738

72,000 41,221 30,779

333,000 201,880 131,120

863,957

20,673

22,822

1,000

269,865,770

△ 1,858,465

787,362

382,000

1,004,000

48,600

179,000

8,000

218,400

25,239,000

342,000

20,000

70,000

218,136

270,000 254,679

予 算 額 決 算 額

180,000 69,283

△ 6,414,535

28,500,300

1,000

4,558,719

269,865,770

281,426,000

4,559,000

651,417

75,210

68,469

11,087

377,738

43

14,790

15,321

差 異

110,717

765

281

230

29,552,400

330,203,000

148,000

0

15,751

0

28,900,983

27,085

264

25,238,719

167,913

132,149

1,930

15,476

787,362280,638,638

327,406,041

11,560,000

28,122,562

288,000

281,426,000

6,214,149

10,772,868

269,866,000

785,851

787,132

230

14,524

184,000

16,781

7,000,000

0

1,531

5,400

14,900

11,010

104,000

864,000

30,000

269,866,000

投資活動収入合計

事業活動収支差額

230,000

30,00031,000

△ 8,273,000

事業活動支出合計 2,796,959

1,000

209,327

備　考

778,421

114,700 87,615

10,0000

1,052,100

66,00066,000

5,400

30,000 0 30,000

273,679

14,994

8,070

30,000

10,000

10,000

5,385

4,426

5,006

24,615

3,574
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科　　　目

 2 投資活動支出

①特定資産取得支出

特定資産支出

任意積立資産支出

退職事業積立資産支出

退職事業積立資産支出

Ⅲ 財務活動収支の部

 1 財務活動収入

①預り金収入

県あっせん預託金収入

 2 財務活動支出

①預り金支出

県あっせん預託金支出

Ⅳ予備費支出

予備費支出 (注4)

0

0

200,000

△ 3,492

-

182

0

9,454,000

0

263,501,492

0

200,000

0

0

10,722,611

0

263,501,492

0

198,118,000

-

0

0

0

1,000

263,501,492

17,927,000

0

0

200,000

0

0

△ 3,492

0

△ 2,492

差 異

1,000

1,000

備　考

0財務活動支出合計

投資活動収支差額

263,498,000

△ 2,492263,499,000

0

0

0

17,137,146 789,854

200,000

△ 1,268,429

財務活動収入合計

199,386,429

0

財務活動収支差額

当 期 収 支 差 額 △ 1,268,611

263,498,000

263,499,000

決 算 額

263,501,492

1,000

予 算 額

0

投資活動支出合計

188,664,000前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

188,663,818
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１.　資金の範囲について

　資金の範囲には、現金預金・未収金・その他の流動資産・未払金・預り金及びその他

の短期金銭債権債務を含めることにする。なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記

載するとおりである。

２.　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳は、次のとおりである。

３.　予算の最終補正について

（1） 事業費支出における最終補正（注1）

　年度末における退職資金給付事業加入学校の教職員の退職手続きに伴う期末退職手当

資金の確定に伴い、予算科目のうち退職事業支出－退職手当資金支出を43,345,000円、

特定資産取崩収入－退職事業積立資産取崩収入を43,588,000円それぞれ増額補正した。

また、予算科目のうち人件費支出－保険料支出を128,700円を増額補正した。

（2） 管理費支出における最終補正（注2）

予算科目のうち人件費支出－保険料支出を14,300円を増額補正した。

４.　科目間の流用及び予備費の使用について

（1） 事業費支出並びに管理費支出における科目間の流用（注3）

予算科目のうち管理費支出－旅費支出より 21,000円を事務費支出－旅費支出に流用

した。

（2） 管理費支出への予備費の使用（注4）

予備費△200,000円は、東日本大震災義援金を拠出するため、次のとおり充当使用し、

当該科目の予算額に含めて表示している。

退職事業支出－退職手当資金支出

管理費支出－雑支出

その他の流動資産

当初予算額

30,000

未　　収　　金

預　　り　　金

合　　　計

合　　　計

科　　　目

451,930,253

現　金　預　金

収 支 計 算 書 に 対 す る 注 記　　

科　　　目

科　　　目

次期繰越収支差額

科　　　目

263,266,435

210,406

補正増減額

255,707,194

(単位:円)

特定資産取崩収入－退職事業積立資産取崩収入

230,000

269,866,000

200,000

(単位:円)

補正増減額 補正後予算額

管理費支出－旅費支出

使用後予算額

事業費支出－旅費支出

人件費支出－保険料支出 204,100

当初予算額 流用後予算額

1,221,300 21,000 1,242,300

科目間流用額

43,588,000

当初予算額

226,278,000

補正後予算額

226,278,000

予備費使用額

362,152,153

14,300

269,623,000

未　　払　　金

88,503,120

165,854,316

561,538,582

(単位:円)

212,802

109,537,846

当初予算額

前期末残高（参考）

43,345,000

科　　　目

199,386,429

451,787,934

当　期　末　残　高

106,444,959

(単位:円)

363,216,727

135,700 △ 21,000 114,700

(単位:円)

218,400

人件費支出－保険料支出 1,836,900 128,700 1,965,600

188,663,818

97,412,119

－18－



（財）沖縄県私学教育振興会

平成23年度

予算編成基本方針

事　業　計　画　書

収　支　予　算　書



１　経費の節減と事務の合理化

①　経費の節減に努める。

②　公益法人制度改革を踏まえ、平成22年度から新新公益法人会計基準(平成20年改正基準)

　へ移行したところであり、更なる事務の合理化に取り組む。

２　資産運用計画

①　資産運用基準（平成１３年９月２６日制定）に基づいて運用する。

②　主として債券による効率的な運用を図る。

③　運用資産の安全対策として預託先の分散を図る。

④　平成２３年度は、次のとおり資産を運用する。

私学振興債

沖縄公庫債

３　退職資金給付事業の財産管理運営の方針

①　基本方針

ア　退職資金給付事業の財産は、財政基盤の脆弱な本県の私立学校等への財政支援であるこ

　とはもとより将来、私立学校等教職員に対する退職給付支出に係る重要な資金であるので、

　適正な運用を図る。

計 2,835,701 2,835,701 － － －
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143,374
100,000 1.360%

任意積立資産23,374
定期預金

0.600%
20,000 　　　　〃

20,444
14,912 　　　　〃 退職給付積立資産
5,532 　　　　〃 減価償却積立資産

182,241 　　　　〃

600,000
300,000 0.600%

基本財産積立預金250,000 　　　　〃
50,000 　　　　〃

　　　　〃
18,361 　　　　〃
26,626 0.600%

100,000 1.720%
0.600%
0.500%

200,000
3.200%

銀行

971,883

574,678

定期預金

21,111
60,000

88,866 0.500%

100,000 3.300%
300,000 0.370%

3.800%

資 産 の 種 類

債券 1,100,000

300,000

円建外債

0.190%

退職事業積立資産

0.270%

3.200%

平成23年度予算編成基本方針

(単位:千円)
運 用 先 運 用 額 金 額 種 別 予定利率

100,000



イ　退職資金給付事業の財政の再計算は、５年に１度行うものとする。　　

②　給付財源

ア　退職資金給付事業の学校負担金については、標準給与月額の１０００分の７０とし、そ

　の内、１０００分の６７を給付財源として積立て、１０００分の３は、沖縄県私学教育振

　興会（以下「振興会」という。）の管理費支出に充てる。

イ　県は、平成２２年度沖縄県予算に私立学校等教職員退職金掛金補助金として、幼小中高

　校については標準給与月額の１０００分の３６相当額を、専修・各種学校並びに私学団体

　については標準給与月額の１０００分の３０相当額を、それぞれ計上している。

③　登録料

　　登録料は、登録教職員１人につき５００円を徴するものとする。

④　受取利息収入

　　受取利息収入は、当分の間、振興会の管理費支出に充てるものとする。

　

- 2 -



１　融資あっせん事業

　　融資あっせん事業は、預託原資の３倍の範囲内で、学校法人等が設置する学校の経営に

　必要な資金及び施設設備の充実のために必要な資金の融資を金融機関へあっせんする事業

　である。

　　あっせん期間については、金融機関との協議で延長することができる。

運営資金融資あっせん

　運営資金融資あっせんは、学校法人等が設置する学校の運営上一時的に不足する資金を対

象に、金融機関に対し、融資のあっせんを行い、学校法人等の経営の安定化を図る。

　なお、あっせん期間は、３年以内で、あっせん利率は、地方公共団体等貸付金利の短期金

利を適用する。

施設設備資金融資あっせん

　施設設備資金融資あっせんは、学校法人等が設置する学校の施設設備の充実に必要な資金

（総事業費）の８０％以内を対象に、金融機関に対し、融資のあっせんを行い、学校法人等

の施設設備の充実を図る。

　なお、あっせん期間は、１５年以内で、あっせん利率は、地方公共団体等貸付金利の長期

金利を適用する。

金融機関との協議で延長できる。

地方公共団体等貸付金利を適用する。

琉球銀行・沖縄銀行・沖縄海邦銀行

(注)既にあっせんを受けている学校等がある場合は、これらを除いた金額が上限となる。

２　助成事業

　　私立学校及び専修学校の団体が、教育条件の維持向上を図るために実施する事業に対し、

　６５０万円を助成する。

　　その内訳は、次のとおりである。

あ っ せ ん 利 率

あ っ せ ん 金 融 機 関

- 3 -

預託原資（基本財産） 550,000

あっせん限度額(注) 1,650,000

あ っ せ ん 期 間
 ３年以内 １５年以内 

平成23年度　事業計画

(A)

(B)

(単位:千円)

区 分 運 営 資 金 施設設備資金



幼稚園振興助成

　沖縄県私立幼稚園連合会が実施する事業に対し、１５０万円を助成する。

小学校振興助成

　沖縄県私立小学校協会が実施する事業に対し、５０万円を助成する。

中学・高等学校振興助成

　沖縄県私立中学高等学校協会が実施する事業に対し、１００万円を助成する。

専修・各種学校振興助成

　沖縄県専修学校各種学校協会が実施する事業に対し、３５０万円を助成する。

①研修事業 １００万円

②県外体育競技派遣事業 １００万円

③図書助成事業 １５０万円

３　研修事業

　　学校法人化志向の学校、専修・各種学校を含む私立学校等の経営者・管理者及び経理事

　務担当者を対象に平成１８年度から各種研修会を実施し、対象者の更なるスキルアップを

　図っている。また、平成２１年度からは一般市民を対象に教育講演会を開催、今年度以降

　も引き続き各種研修会並びに教育講演会を実施する。

　

４　私学教職員ローン事業

　　私立学校等教職員の福利厚生を図るため、教職員に対する、融資あっせん事業を行う。

(1)

(2)

(3)

(4)

- 4 - 



法人全体

科　　　目

Ⅰ 事業活動収支の部

 1 事業活動収入

①原資収入

寄付金収入

寄付金収入

負担金収入

給付財源収入

事務費財源収入

補助金収入

給付財源収入

②特定資産運用収入

特定資産運用収入

③運用収入

基本財産運用収入

預託金利息収入

④その他の収入

受取利息収入

受取利息収入

入会金収入

登録料収入

雑収入

延滞利息収入

雑入収入

退職財団交付金収入

 2 事業活動支出

①事業費支出

人件費支出

職員給与支出

期末手当支出

諸手当支出

賃金支出

福利厚生費支出

保険料支出

助成事業支出

幼稚園振興助成支出

小学校振興助成支出

退職事業支出

退職手当資金支出

研修事業支出

研修事業支出

- 5 -

1,000,000 1,000,000 0

1,000,000 1,000,000 0

239,227,000 226,278,000 12,949,000

239,227,000 226,278,000 12,949,000

専修・各種学校振興助成支出 3,500,000 4,000,000 △ 500,000

中学・高等学校振興助成支出 1,000,000 1,000,000 0

1,500,000 1,500,000 0

500,000 500,000 0

1,420,000 1,836,900 △ 416,900

6,500,000 7,000,000 △ 500,000

1,451,000 1,611,000 △ 160,000

487,000 630,000 △ 143,000

1,765,000 3,078,000 △ 1,313,000

639,000 1,331,100 △ 692,100

11,634,000 16,263,000 △ 4,629,000

5,872,000 7,776,000 △ 1,904,000

△ 9,710,000

264,834,000 257,155,900 7,678,100

事業活動収入合計 312,220,000 321,930,000

1,000 210,000 △ 209,000

1,000 20,680,000 △ 20,679,000

3,000 20,891,000 △ 20,888,000

1,000 1,000 0

51,000 60,000 △ 9,000

51,000 60,000 △ 9,000

2,046,000 1,806,000 240,000

2,046,000 1,806,000 240,000

3,600,000 3,600,000 0

2,100,000 22,757,000 △ 20,657,000

3,600,000 3,600,000 0

3,600,000 3,600,000 0

23,728,000 23,876,000 △ 148,000

23,728,000 23,876,000 △ 148,000

92,390,000 88,866,000 3,524,000

92,390,000 88,866,000 3,524,000

182,241,000 174,994,000 7,247,000

8,160,000 7,836,000 324,000

1,000 1,000 0

190,401,000 182,830,000 7,571,000

282,792,000 271,697,000 11,095,000

1,000 1,000 0

本年度予算 前年度予算   増 減（△） 備　考

収　支　予　算　書
(平成23年4月1日～平成24年3月31日)

(単位:円)



事務費支出

旅費支出

備品費支出

消耗品費支出

印刷製本費支出

通信費支出

委託手数料支出

借料及び損料支出

光熱費支出

研修費支出

車両費支出

分担金支出

会議費支出

雑費支出

②管理費支出

人件費支出

役員報酬支出

評議員報酬支出

職員給与支出

期末手当支出

諸手当支出

賃金支出

福利厚生費支出

退職給付金支出

保険料支出

事務費支出

旅費支出

備品費支出

消耗品費支出

印刷製本費支出

通信費支出

役務費支出

委託手数料支出

借料及び損料支出

光熱費支出

研修費支出

車両費支出

食料費支出

租税公課支出

分担金支出

雑費支出

- 6 -

△ 18,081,000
事業活動収支差額 43,786,000 35,415,000 8,371,000

事業活動支出合計 268,434,000 286,515,000

66,000 66,000 0

30,000 30,000 0

48,000 48,000 0

31,000 31,000 0

6,000 5,400 600

20,000 10,000 10,000

368,000 382,000 △ 14,000

30,000 30,000 0

30,000 30,000 0

20,000 20,000 0

8,000 8,000 0

37,000 37,000 0

10,000 10,000 0

30,000 30,000 0

868,000 873,100 △ 5,100

134,000 135,700 △ 1,700

1,000 25,239,000 △ 25,238,000

157,000 204,100 △ 47,100

161,000 179,000 △ 18,000

54,000 70,000 △ 16,000

196,000 342,000 △ 146,000

71,000 147,900 △ 76,900

288,000 288,000 0

652,000 864,000 △ 212,000

2,732,000 28,486,000 △ 25,754,000

1,152,000 1,152,000 0

270,000 270,000 0

3,600,000 29,359,100 △ 25,759,100

235,000 235,000 0

1,000 97,000 △ 96,000

48,000 48,600 △ 600

180,000 90,000 90,000

3,312,000 3,438,000 △ 126,000

270,000 270,000 0

0

(単位:円)
科　　　目 本年度予算 前年度予算   増 減（△） 備　考

72,000

270,000 270,000

180,000 180,000

72,000 0

333,000 333,000 0

0

6,473,000 6,614,900 △ 141,900

1,212,000 1,221,300 △ 9,300

90,000 90,000 0



科　　　目

Ⅱ 投資活動収支の部

 1 投資活動収入

①特定資産取崩収入

特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入

普通積立資産取崩収入

任意積立資産取崩収入

退職事業積立資産取崩収入

退職事業積立資産取崩収入

 2 投資活動支出

①特定資産取得支出

特定資産支出

任意積立資産支出

退職事業積立資産支出

退職事業積立資産支出

Ⅲ 財務活動収支の部

 1 財務活動収入

①預り金収入

県あっせん預託金収入

 2 財務活動支出

①預り金支出

県あっせん預託金支出

Ⅳ予備費支出

予備費支出
当 期 収 支 差 額 18,006,000 9,354,000

- 7 -

次期繰越収支差額 216,024,000 198,018,000 18,006,000

8,652,000
前期繰越収支差額 198,018,000 188,664,000 9,354,000

財務活動収支差額 0 0 0

財務活動支出合計 0 0

0 0 0

0

0

400,000 400,000 0

400,000 400,000

0

0 0 0

財務活動収入合計 0 0

0 0 0

0 0 0

投資活動収支差額 △ 25,380,000 △ 25,661,000 281,000

271,107,000 263,498,000 7,609,000
投資活動支出合計 271,108,000 263,499,000 7,609,000

1,000 1,000 0

271,107,000 263,498,000 7,609,000

271,108,000 263,499,000 7,609,000

1,000 1,000 0

(単位:円)
本年度予算 前年度予算   増 減（△） 備　考

239,227,000 226,278,000 12,949,000
投資活動収入合計 245,728,000 237,838,000 7,890,000

6,500,000 7,000,000 △ 500,000

239,227,000 226,278,000 12,949,000

1,000 4,559,000 △ 4,558,000

0 1,000 △ 1,000

245,728,000 237,838,000 7,890,000

6,501,000 11,560,000 △ 5,059,000



役員名簿

尚学学園理事長

元沖縄県教育長

沖縄国際大学教授

城間公認会計士事務所所長

沖縄県私立幼稚園連合会理事長

(社)沖縄県工業連合会専務理事兼事務局長

石川学園理事長

(財)沖縄県私学教育振興会前事務局長〃 (〃) 篠 原 勝 之

監 事 (〃) 石 川 正 一

〃 (〃) 桑 江 修

〃 (〃) 国 吉 守

〃 (〃) 城 間 貞

〃 (〃) 松 田 節 子

〃 (〃) 安 室 肇

理 事 (〃) 名 城 政 次 郎

(平成23年3月31日現在)

職　　名 氏　　名 備　　　　　　考

理事長 (非常勤) 池 田 光 男

－1－
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